












要約:

1)整備すべき周産期医療圏の規模について検討したところ、およそ人口 100 万の地域を一

つの周産期医療圏と考えて整備することが各地の実状に合っており適当であると結論され

た。人口が多い都道府県では、機能のほぼ等しい複数の施設が協力して地域の周産期医療

センターとして機能しているのが実状であり、この様な地域では、都道府県の周産期医療

協議会は複数の施設を総合周産期母子医療センタ-と指定し、国の連営補助はこのうち 1

個所であるが他の施設には都道府県独自の財源で運営を補助することが必要であると考え

られた。

2)以上の検討結果に基づき地域周産期医療システム整備の Q&A を作成した。

3)現在の NICU の整備状況を調査した結果、3 床以上の狭義の NICU を有する施設は全国で

286 有り、社会保険で新生児集中治療室管理加算の算定が認可されている施設は 1l9 施設

であった(施設名:別表参照)。狭義の NICU が 9 床以上の施設は 70 施設あったが、このう

ち 16 施設は医師や看護婦の要員が認可基準を満たさず社会保険の認可が得られていなか

った。また、狭義の NICU が 3 床以上の施設のうち、小児科医が 7 人以上の施設は人員に

つき回答のあった 266 施設中 139 施設であった。

4)以上の結果は、各地の周産期医療圏の中心となる総合周産期母子医療センタ-や、地域

周産期母子医療センター整備の核となる施設は既に存在しているので、今後の整備のため

は、このような 3次および 2次の施設を地域周産期医療システムの中で活用するため病床

数の増加と必要な診療能力の向上、とくに医師および看護婦助産婦の確保が重要であると

考えられた。


